
別記様式（第７条、第８条関係） 

猪名川町保育料軽減事業申請書 

 猪名川町長 様 

         申請日  令和  年  月  日 

兵庫県の「ひょうご保育料軽減事業実施要綱」に基づ

き、猪名川町保育料軽減事業の保育料の軽減を受けたい

ので、下記のとおり申請します。（保育料の助成額の決

定にあたり、住民基本台帳等必要な書類を閲覧すること

を承諾します。） 

保育所・幼稚園

認定こども園名 

 

 

 

□保育所   □認定こども園 

申請者 

(保護者) 

 
入園年月日   年  月  日 

現住所 
 連絡先 

電話番号 
 

対象となる 

子ども氏名 

(ふりがな) 生年月日 令和３年４月１日 

時点の年齢 
 

  歳  

 
平成 

令和  年  月  日生 
第○子 第１子・第２子・第３子以降 

      世 帯 の 状 況 （対象となる子どもを除く全員） 

氏  名 
対象となる

子どもから 

みた続柄 
生 年 月 日 

職業・学校・
保育施設名等 

備 考 
記載 

事項 

確認欄 

 

 
   年  月  日生 

  

適・否 

 

 
   年  月  日生   適・否 

 

 
   年  月  日生   適・否 

 

 
   年  月  日生   適・否 

 

 
   年  月  日生   適・否 

 

 
   年  月  日生   適・否 

振込先口座 （申請者と口座名義人が同一の口座をご記載ください） 

金融機関名            銀行(金庫)          支店 

預金種別 1 普通・総合    2 当座    3 貯蓄 

金融機関店番号  口座番号  

（ フリガナ ）  

口座名義人  

（注意事項） 

・保護者の市町村民税所得割課税額（基本は父母の合算額）が以下に該当する方は申請できません。ご注意ください。 

（第１子：57,700 円以上の方、第２子以降は 155,000 円以上の方） 

・４～８月分は前年度、９～３月分は当該年度の市町民税所得割課税額を確認し、判定を行います。 

・町民税から住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の適用を受けている場合は控除適用前の額により判定します。 

・対象となる子どもが世帯に複数いる場合は、子ども一人ひとりについて申請書を提出してください。 

・寄宿舎等により兄姉が世帯と別に居住している場合については、裏面の申立書に理由を記入してください。 



【裏面】 
申  立  書 

 

 申請書に記載した子どものうち下記の者については、住民票を異にしますが私の世帯員である

ことを申し立てます。 

 

  令和  年  月  日 

申請者氏名          

 

記 

 

 
（ふ り か な） 

氏    名 
住 民 票 が 異 な る 理 由 等 

子ども

の兄姉 

（        ） 

 
 

子ども

の兄姉 

（        ） 

 
 

子ども

の兄姉 

（        ） 

 
 

子ども

の兄姉 

（いながわ たろう） 

猪名川 太郎 
私立○○高等学校（○○県○○市）入学のため 

 

 

～・～・～・～・～・～・～【以下 町担当者記入欄】・～・～・～・～・～・～・～・ 

整理番号  対象子どもの第〇子の確認 第    子 適・否 

世帯の令和２年度（前年度）の市町民税所得割課税額 円 適・否 

世帯の令和３年度（当該年度）の市町民税所得割課税額 円 適・否 

保育料納付月確認欄 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 計   月 □確認 

保
育
料 

等 

 月額保育料Ａ 

助成額（月額）Ｂ ※ 

⑴ 「Ａ－5,000 円」 

⑵ 「Ａ×1/2」 

⑶ 軽減上限額 の最も低い額 

対象月数 
半期別軽減額Ｃ 

（Ｂ×対象月数） 
 

４月から８月 円 円   円 適・否 

９月から３月 円 円  円 適・否 

助成決定額（保育料軽減可能額（年額）Ｃの合計）  ① 円 □確認 

保
育
料
日
割
計
算
が
あ
る
場
合 

保育料 
日割計算月 

日割計算後の 

月額保育料Ｄ 

助成額（月額）Ｅ ※ 

（上記Ｂと同様の計算） 
対象月数 

期間別軽減額Ｆ 

（Ｅ×対象月数） 
 

月  円 円   円 適・否 

月  円 円  円 適・否 

月  円 円  円 適・否 

助成決定額（保育料軽減可能額（年額）Ｆの合計）  ② 円 □確認 

 助成決定額（口座振込額）        ① ＋ ② 円 □確認 

(注) ※ １００円未満切り捨てとし、０円以下となる場合は、軽減の対象となりません。 

例 


